
ロ． 事業 （取組）・投資活動の概要

１． 重点的取組（特別予算（ＡＰ）を中心に実施した取組）

　

当年度の特別予算は、 第 ６次 ＭＰの５つの基本戦略 （総合的日標） に適合する取組の推進を基本方

針としました。 これらの基本戦略に従い各設置校、 学科・専攻及び事務局等が一般予算による定常的

な活動とは別に、 新たな取組等の計画立案と予算の計算を行い、 学園全体の事業計画の中に相互調整

した上で組み込み、 相応の資金の配分のもとに積極的に取り組みました。

（１）重点的予算配分の考え方

　

当年度の特別予算配分 （ＡＰ への・予算配分） は、 次の取組に重点を置くことを基本的考え方として

行いました。

①募集力強化 一一一 学園の強み （教育改善、 就職状況、 施設・設備等） の積極白くヂ情報公表

学科等の教育プログラム・特色・就職支援の積極ＰＲ

入学志願者の動向に関する調査の徹底

②教育力発揮 一一一ＦＤを基盤とした基礎教育・正規教育課程改善の取組

グローバル化に対応する国際化教育の取組

学習・学生生活等の実態調査、並びに学生支援の課題設定に資する取組

③研究高度化 －－一 大型研究資金獲得 （外部評価向上） に繋がる高度な研究事業

教育改善の基盤となる研究事業の推進

地域活性化に貢献する研究事業の推進

④就職力強化 一一一 正規カリキュラムにおける就業力教育の取組

就職先企業の開拓、 ネットワーク形成に関する取組

卒業生の進路、就職後の就業状況の改善に資する取組

⑤経営力強化 一一一 ＭＰと財政計画の計画実現性を向上させる取組

ＩＲ（調査・分析、 情報公表） の強化

ｓＤ （事務職の職務遂行能力向上） の取組

（２）特別予算の編成（配分）方針

上記の重点的取組を推進することを趣旨として、 当年度の特別予算の編成 （配分） は以下の方針の

もとに行いました。

①大学教学予算は「平成２４ ～２６年度の３か年合計で３．０億円」 の範囲で‐予算化する。 過年度に

　

続き、ＰＤＣＡサイクルの実質化 （厳格な予算配分審査、 取組の事後評価と次期見直しの徹底等）

　

を図る。

②法人・大学事務局予算は近年拡大傾向にあるので、全体として所要の調整を行い、・予算配分は、

　

Ｍｐに基づいて選択的に行う。
傷め短大・高校予算は、 現在の収支状況を鑑みて、 一層選択白くＪ予算配分とせざるを得ない。

（６）



④教学から要望される学生募集、 就職教育・就活支援及び資格取得支援の強化を目的とした予算

　

（教学要望予算） は、 一層 「教職協働・全学をあげて」 取り組み、 奏功するよう管理手法等を

　

改善する。

⑤奨学事業等

．現行の特待生制度 （学業優秀者・特技優秀者活動奨励の授業料等減免） について、効果の検証

　

を行う。

・現行の経済事由奨学制度の拡大・充実 （授業料減免額の増額） は継続する。
・学生・生徒報奨制度 （学長表彰、 学部・学科表彰等） について、 安定的に運用するため、 所要

　

の基本金を設定する。

（３）ＡＰ（特別予算）の取組状況

①学園共通及び大学のＡＰ取組

・全般的取組状況

　

上記ロー１－（１）重点的予算配分の考え方に基づいて、 関係の取組を積極的に行うために相応の高額

な・了′算を配分しま した。

　

なお、 全ての取組について、 取組成果を拡大するため、ＰＤＣＡによる進捗管理を徹底しました。

・学科等の取組

　

当年度は、 平成２４年度～２６年度までの３か年間合計３億円の範囲で、 教育研究の質的転換に取り

組む下記の４０件について予算の配分がなされました。

学園共通及び大学教学の特別予算 （ＡＰ予算） 執行状況

　　　　　　　　　　　　　　

（金額単位：千円）

学科・

専攻

個別の取組計画 予算 執行

実績

予算

残高

予算

執行率
電子情報 ・「ＩＥ技術展望」 実施に係る講師宿泊費・旅費補助

・ＳＡ活用による教員サポート充実（電子情報実験１・１１）

・ロボット工学入門のＳＡによる授業支援

・プログラミング演習のＳＡ 導入

・物理・電子情報基礎実験のＳＡによる授業支援 １，０７６ ９９６ ８０ ９２．６％

生命環境 ・環境・エネルギー関連実験機器の整備

・生命環境科学科チューター事業

・環境計測機器の維持管理

・工場見学 ７，２９０ ７，２２７ ６３ ９９．１％

知能機械 ・次世代冠研究の育成 （空冷式コンプレッサ導入）

・知的好奇心励起・教育システムの構築 （ブリウスカ

ットモデル購入）

・産業人基礎教育

・創造性基礎教育のための実験設備整備

（７）



（知能機

械）

・ＪＡＢＥＥ認定プログラム継続のための教育力向上

・英語圏外部講師招聡 （知能機械工学専攻）

・物理テキストの作成 （推薦合格者入学前教育教材） ９，４７０ ８，８９１ ５７９ ９３．９％

電気 ・Ｔｅｋｂｏｔｓ ｐｌａｔｆｏｒｍｓ

　

Ｆｏｒ Ｌｅａｒｎｉｎｇによる統合型工学教

育プログラム実施

・エンジニアリングデザイ ン１・江における実習環境の充実 ４，４３０ ４，２１０ ２２０ ９５．０％

情報 ・情報工学実験口における実験機材の更新 （教育用ロ

ボットの購入）

・情報工学実験ｌｕ（実験室５－１） 老朽機材更新 （ＮＥＥＫ

組込ＰＧ評価キット） １０，７０６ １０，６９０ １６ ９９．９％

情報通信 ・実験講義 「情報工学応用実験」 テーマ更新

・情報工学基礎実験の新規委託開発テーマ試験運用

・情報工学創成実験機器の更新 （スペクトラムアナラ

イザ）購入

・ＪＡＢＥＥ認定維持事業

・マークシート自動集計システムの導人 ７，７３８ ６，６４１ １，０９７ ８５．８％

情報

システム

・シミュ レーショ ンによるロボット教育の充実

・情報処理工学実験ロボットテーマ交換部品補充

・教員の研修による授業の改善

・Ｂ６Ａ（学科イントラネット演習室） の設備更新に係

る保守メンテナンス費用

・ＪＡＢＥＥ受審の円滑な継続 ３，１２１ ２，６０７ ５１４ ８３．５％

社会環境 ・ＩＳＯ１４００１を活用 した環境活動の推進

・新教育ツール導入 （ＡＩマルチ教室） ソフト環境改善

・少人数ＩＴ教育の設備改善事業

・学生参加型構内ビオトーブ ６，６４７ ６，６４７ ０ １００・０％

情報処理

センター

・学生ノートパソコンの環境整備

１９，６２３ １９，３９３ ２３０ ９８．８％

１二学研究

科

・オレゴン州立大学工学部と本学 （工学研究科） との

教育研究連携

・協定校大学院での研究セミナー開催（南京理工大学） ４，９５０ ４，５４６ ４０４ ９１．８％

英語教育

ＷＧ

・エクステ ンショ ンセ ンタ」との連携 による

　

ＴＯＥＩＣ

対策講座・ＴＯＥＩＣ工Ｐ実施

・ 英 語 Ｅ‐Ｌｅａｒｎｉｎｇ（ＮｅｔＡｃａｄｅｍｙＳｕｐｅｒＳｔａｎｄａｒｄＣｏｕｒｓｅ）

継続保守 ２，７８２ ２，４９２ ２９０ ８９．６％

総合研究

機構

・次世代半導体デバイス技術者養成のための高度クリ

ーンルーム整備 、１５，９５４ １５，９１８ ３６ ９９．８％

合計 ９３，７８７ ９０，２５８ ３，５２９ ９６．２％

（８）



・大学事務局等の取組

　

当年度は、国の補助制度変更に適合しようとする取り組みに対して優先的に了′算配分するとともに、
過年度の取組結果 （評価） を踏まえた取り組みの質的改善を通じ、ＰＤＣＡ 予算管理サイクルの実質化

に取り組みました。（計画性の質の向上や適切な達成日標への改善など）

学園共通及び大学事務局の特別予算 （ＡＰ予算） 執行状況

　　　　　　　　　　　　　

（金額単位：千円）

学科・

専攻

個別の取組計画 予算 執行

実績

予算

残高

予算

執行率

経営企画

室

・将来計画評議会における学部・学科再編答申案策定

支援

・経営・財務の第三者評価 （格付審査）

・第６次 ＭＰＶｉｓｉｏｎＢｏｏｋ（仮称） 制作及び外部発信

・郡言止評価結果 （大学基準協会） の公表及び指摘事項

改善への取組

・経営判断に資するデータの収集・分析活動 （ＩＲ活動） ５，５９７ ５，３７７ ２２０ ９６．１％

総務課 ・事務職員に対する米国研修の実施

・教職員研修派遣 （ＬＥＡＤ） プログラムの実施 ３２，８４６ ２４，９６５ ７，８８１ ７６．０％

広報課 ・福工大のブランドイメージ創出 （媒体を活用した評

価向上）

・全学挙げての募集活動推進（オープンキャンパス開催）

・福工大のブラン ドイメージ創出 （ＭＡＬＴＡ ジョイ ン

トコンサー ト）

・福工大のブランドイメージ創出 （ホームページ）

・福工大のブランドイメージ創出 （ＦＩＴ隊活用） ５７，８７９ ５７，４６６ ４１３ ９９．３％

入試課 ・接触者拡大に向けたチャネル・媒体の活用

・全学挙げての募集活動推進（高校との信頼関係構築）

・福工大のブランドイメージ創出 （模擬講義関連） ６２，１８５ ５８，４６６ ３，７１９ ９４．０％

大学院

事務室

・大学院生の基礎力向上のための特別講座開講

７７５ ５０４ ２７１ ６５．０％

学生課 ・サークル活動の活性化 （継続）

・新入生学外研修 （大学・短大生対象）

・（吹奏楽部） 県内外の特別演奏会 （鹿児島、 熊本、

大分他）

・九州地区大学体育大会 （インカレ） 参加団体への経

費支援

・地域共生事業 （キャンパスサミット） の推進

・（吹奏楽部） 第３４回定期演奏会

・敷地内全面禁煙化推進事業の取組

・学生表彰制度の取組

・ＦＩＴ女子学生学習意欲向上のための情報交換会

（９）



（ｌｏ）

（学生課） ・配慮を要する学生 （障害学生等） への支援経費計上

・留学生・ＦＩＴ‐ＩＣＥ学生へのグローバル教育推進

・（吹奏楽部） 国民文化祭・やまなし２０１３吹奏楽の祭典

・（ラグビー部） 強化施策・実行計画

・（硬式野球部） 学生コーチ・主務、 マネージャー育

成・支援事業

・（硬式野球部） 公式ユニフォーム新調 ３４，０００ ３４，２６１ ▲２６１ １００．８％

就職課 ・（学生の就職力強化） 就職支援事業

・（企業とのマッチング強化） 学内合同企業説明会

・（求人先企業拡大） 企業とのネットワークづくり

・（学生の就職力強化） プラスワンプロジェクト

・（就職支援体制の構築） 保護者への就職ガイダンス

・（学生の就職力強化） インターンシップ派遣

・（就職支援体制の構築） 教員に対する 「就職指導セ

ミナー」 開催

・（求人先企業拡大） ターゲット企業の開拓・発掘 ２９，１２８ ２４，３５８ ４，７７０ ８３．６％

ものづく

りセンター

・学生のプロジェクト活動支援

・機器備品 （消耗品を含む） の整備

・ものづくり教育支援と啓蒙活動及び地域貢献活動 １２，５００ ８，４７６ ４，０２４ ６７．８％

国際戦略
｛『；－

・海外研修・留学プログラムへの学生派遣

・日米学長共同型教育プログラム （ＡＣＥプログラム）

・キングモンクッ ト工科大学とのプログラム （タイ）

・南京理工大学との合同プログラム （予備教育、 スタ

ディツアー）

・留学生向け日本語教育・日本文化研修プログラム ２３ｐ５７ ２４，１２０ ▲１，０６３ １０４．６％

エクステンション

センター

・ＭＯＳ資格取得支援事業

・資格取得支援のための取組 （ＩＴ パスポート、 基本

情報技術者） ２，９２６ ２，９２６ ０ １００・０％

コンソーシアム

オフイス

・国公私立大学コンソーシアム福岡プロジェクト運営

費 ３，０００ ２，７８６ ２１４ ９２．９％

ＦＡＳＴアカ

デミツクフ
ｏラ

ンニングチーム

・ トップ育成プロ グラムの実施

３４５ ０ ３４５ ０・０％

合計 ２６４，２３８ ２４３，７０５ ２０，５３３ ９２．２％



②短大のＡＰ取組

・全般的取組状況

短大では、 特に、 学生募集、 教育改善、 就職・進学の支援に重点を置いて取り組みました。 学生募

集に関しては、 周辺高校等との教育連携を始めとした協力高校ネットワーク形成、 体験授業・出張講

義等の開催、 教育改善に関しては、ＩＴ、 簿記、ＣＡＤ 等の実用性の高い資格取得講座の開催、 学生個人

別学習目標設定・評価システムの導入等に取り組みました。

短大の特別予算 （ＡＰ予算） 執行状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（金額単位：千円）

個別の取組計画 了′算 執行

天：綾

予算

残高

予算

執行率

・プロジェクト学習の見直しによる実践教育導入、 新入生入学

前教育、 システム相談員による学習相談、ＦＤ・ＳＤ 研修の実

施など

・進路設計科ｎを活用した各種講座やセミナー、 就職合宿、 資

格取得支援、大学への編入学推進 （対策講座等） など

・城東高校との連携強化（５か年接続教育の強化）、モデル校（協

力校） との連携教育実施、 高校訪問、自己推薦対話型入試制

度など ２２，２０１ ２０，６０３ １，５９８ ９２．８％

③高校のＡＰ取組

・全般的取組状況

　

高校も大学・短大と同様に個別指導の強化等によって、進学・就職実績を向上させ、中学 （中学生、

保護者、 進路指導者）・学習塾の信頼を得る必要性が高いことを確認し、 当該取組に相応の予算を配分

し積極的に実施しました。

　

また、 これらの成績向上の土台となる心身の健全育成・強化に向けて課外教育活動も積極的に支援

しま した。

高校の特別予算 （ＡＰ予算） 執行状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（金額単位：千円）

個別の取組計画 予算 執行

実績

了′算

残高

千′算

執行率

・理科実験機材・レゴロポット教材導入、 グラウンド・体育館

整備、 課外活動のための備品購入、 生徒用ロッカー整備など

・補習教育の拡大、 受験対策の強化 （小論文指導強化等）、 教科

教育力向上 （教員研修）、ｎ類受験対策強化など

・中学校・塾訪問の拡大、 保護者説明会拡充、 中学生の体験学

習会実施など ２４，０００ ２０，２５５ ３，７４４ ８４．４％

（１１）



２． 奨学事業（学業・特技特待、経済的困窮者救済等）

　

有能だ 学生・生徒に対して、 若しくは経済的理由よって学費の納付が困難な学生・生徒に対して、
学費の一部を補助し、 学業等の奨励・学習機会の均等化に資する奨学事業を行っています。

奨学費・対象人数の状況

奨学の趣旨 大

　

学 短

　

大 高

　

校 合

　

計

学業奨励 ７３，６８５（１９０人） ７，４２５（２１人） １１９，２９０（３２４人） ２００，４００（

　

５３５人）

課外活動奨励 ４５，２１４（６３人） ２１，１５０（９０人） ６６，３６４（

　

１５３人）

経済的事由対応＊１ ４２，４８５（ｉ２６人） ３，８５０（１４人） ４６，３３５（

　

１４０人）

国際交流支援 ２４，４６５（６０人） ２４，４６５（

　　

６０人）

その他 ６，５８０（６８人） ７，１４０（３４人） １３，７２０（

　

１０２人）

（合

　

計） １８５，８４９（４３９人） １７，８５５（１０３人） １４７，５８０（４４８人） ３５１，２８４（

　

９９０人）

（金額単位：千円）

＊１

　

留学生に対する経済的事由対応人数 （５７人） を含む。

（１２）



３． 定常的取組 （－般予算によって実施した取組）

　

各設置校の学科等や事務局での定常的な活動の費用 （毎年定量的に発生する消耗品費、旅費交通費、

印刷費など）、 並びに施設・設備の現状維持に要する費用 （光熱水費、 賃借料、 小規模な修繕費など）

は、 この一般予算で実施しています。 この予算は、 教育研究活動の基盤的経費であることから、 定常

的活動の質・量を継続的に維持するため、 毎年度の収支均衡を前提にした上で在籍学生・生徒数 （学

校運営の規模） に応じて予算額を決定することを基本としています。

（１）一般予算の編成（配分）方針

　

当年度は、 次の予算編成方針 （平成２５年３月 ２２日理事会・評議員会決定） に基づき・予算配分を行

いま した。

（１） 大学教学・予算は、 学納金収入に見合う予算額の範囲内で、 学部・学科、 研究科、 共同施設等

　

が自主・自律的に活動し活性化することを期待・尊重して、現行の予算配分制度を継続する。

（２） 短大予算も、 大学と同趣旨から学生数を基礎とする算定方法とするが、 収支状況の改善に向

　

けた予算措置として、 一定の削減を継続する。 この予算枠内で、 重点配分に努めなければな

　

らない。

（３） 高校予算は、 生徒数を基礎とする算定方法を継続する。 また、 諸活動の活性化及び生徒数増

　

加への対応経費は 「収支の均衡」 を要件としで慎重に行う。

（４） 事務局予算及び施設・設備管理予算 （管財課経常予算） は、 総額において前年度予算額を当

　

年度配分額のｎ安とする。

（２）一般予算の執行状況

　

当年度の予算執行状況について、 当初予算 （配分調整後の当初予算 １６．２９ 億円） は学生・生徒数の

増加を理由に法人全体で前年度比３，９％の増加としました。 この予算の執行実績額は １６．４６ 億円となり

１．１％（１７，１６５千円）の予算超過となりました。 各部門の予算執行状況や超過理由等は次のとおりです。

①大学教学予算

　

予算内での執行となり問題等は生じていません。 予算残額 （２６，５６６ 千円） は、 学部予備費や学科共

通費、 個人研究費、 図書館資料代 （洋書籍類が電子化かつ円高によって費用低減） 等に余剰が生じた

ことによるものです。

②短大（数学・事務共） 予算

　

予算内の執行となり上記と同様に問題はありません。 なお、 短大では収支改善策の一環で教員の個

人裁量予算縮小や重点配分を強化し相応の効果を生じさせています。

③高校予算

　

前年度と比べ緊急的計画外修繕が減少し、 予算超過額が人幅に減少し大きく改善しました。 予算の

執行管理が精撤化したものと評価できます。

④大学事務局予算

　

人寮者の増加による学生寮経費増、 就職支援の拡大 （末内定者支援等） による関連経費増、 学生支

援拡大 （スクールバス購入・運行、 クラブ・サークル活動支援、 学生の厚生・福利等） に伴う派遣職

員配置費用増等により予算超過となりました。

（１３）



⑤施設・設備維持予算

塩浜グラウンドや ＦＩＴ セミナーハウスの稼働によって関係の諸活動が活発化しました。 これらによ

って、 光熱水費や施設維持費用が増加し予算超過となりました。

　

なお、 四半期 （３

　

か月） ごとに執行状況や計画変更の調査 ～点検を行い、 厳格な予算管理に努め、

上記予算超過に当たっても、 事前の承認手続き （重要性判断の協議など） を適止に行っています。

一 般 予 算 の 執 行 状 況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（千 円 単 位）

部門等 予

　

算 決

　

算 差

　

異 予算執行率

①大学教学 （学科、共同施設等） ４０３，８８６ ３８１，５５６ ２２，３３０ ９４．５％

②短

　

大 １２，０１２ １０，７５７ １，２５５ ８９．６％

③高

　

校 １４７，６７５ １５０，３８０ ▲２つ７０５ １０１．８％

④大学事務局 ７０３，２６１ ６８７，０５６ １６，２０５ ９７．７％

⑤施設・設備営繕 （管財課） ４００，０００ ４６２，７７２ ▲６２，７７２ １１５．６％

（合

　

計） １，６６６，８３４ １，６９２，５２１ ▲２５，６８７ １０１．５％

４‐ 施設投資等の活動 （教育環境整備）

（１）第６次ＭＰの施設・設備投資計画への対応 （経常的改修を含む）

　

第 ６次 Ｍｐの策定と第３次財政計画の改訂に伴い、 前次計画 （第５次 Ｍｐ、 第３次財政計画） の施

設・設備計画は見直しを行い、「第６次ＭＰ対応予算」 を原資として実施することになりました。 当該

投資計画は、 九州 ＮＯ．１ の教育拠点の形成に資するため、 次世代型教育研究環境の整備、老朽化設備

の大規模更新を主な趣旨として執行することになりました。

　

なお、第６次 ＭＰや過年度の予算委員会等の議論を踏まえ、次期施設等計画の策定・実施に向けて、

その計画の方向性等が平成２５年７月の理事会で決定され、 種々の整備ニーズ調査や構想検討を経て、

平成２６年４月の理事会・評議員会で 「第３次施設・設備整備計画」 として決定されました。

（千円単位）第６次ＭＰ対応予算の執行状況

取組名称 趣旨・取組内容等 事業経費 具体的成果等

教育研究の基

盤的設備整備

緊急シプワーの増設、 講義室等の

液晶プロジェクタ更新、 不整形地

の取得など

５２，３７４ 実験環境の更なる安全性向上及び

臨場感のある双方向授業の実現に

繋がった。

先進的教育環

境の整備

アクティブラーニングスペースへ

の改修 （α棟３階自習室） など

８，２８２ 主体的学修環境の整備が進んだこ

とでグルーノ討議が活発になり、

学生の利用度合いが高まった。

（１４）



課外教育施設

の新設等

アイ スホッケーリ ンク・高校弓道

場の新設、クラブハウス空調増設、

柔道場呉、 グラウンドネット更新

など

１ｌｏ，７２３ 練習環境・快適性が向上したこと

により、 新人部員の増加や好成績

等に繋がった。

環境対策等の

大型設備投資

空調熱源の省エネ・省電力対応型

への更新 （環境負荷低減設備の経

年劣化への対応）

３３，１８２ Ｃ０２ 削減、 地球温暖化防止対策に

より ＵＳＲ（大学の社会的責任） を

進展させた。

経年劣化対策 建物入口の自動ドアヘの改修、 外

壁等危険箇所の補修、学生食堂（オ

アシス） カーペッ トの更新など

５３，４２０ バリアフリー対策による車いす利

用者等への安全性・利便性の向上、

学生厚生環境の改善により学生に

優しいキフンパス環境が整った。

その他 エアコン、 給排水ポンプ、 トイ レ

等緊急修繕など

４１，９２５ 緊急性の高い突発的故障等に対応

し早期に正常な機能を回復させた。

（合

　

計） ２９９，９０６

（千円単位）（２）高校の経常的な施設・設備の整備

取組の内容等 事業経費 具体的成果等

授業環境の

改善

レゴロポット導入、 シーケンス制

御検定対策盤・シーケンサ用 ＰＣ、

書画カメラ等、 教材実験機器の導

入など

５，６５９ 高度な機器の使用経験を積み重ね

実践的加工技術力が身に付いたこ

とにより、 就職状況の向上に貢献

した。

課外活動の

環境改善

吹奏学部の楽器購入 （フレンチホ

ルン、 チューバなど）、 体育館の

スポット空調設置

３，２３１ 課外活動時の練習環境・快適性が

向上したことにより、 好成績等に

繋がった。

衛生面の環境

改善

冷水器の取付、補給水弁制御盤・

中水流調ブロアの更新など

（ｌｔ記の

（１）に含

む）

（合

　

計） ８，８９０

（１５）



５． 重点的取組（特別予算（ＡＰ））の取組成果等

（１）ＡＰ全体の進捗状況

　

本学では、 前述のとおり定常的な学校業務とは別に、 ＭＰに基づいて ＡＰを策定し、 全学を挙げて実

行しています。 これらの進捗状況は下表のとおりであり、 全体の約 ８ 割 （７８％） が 「８０％以上の目標

達成」 となり良好でした。

　

なお、 進捗度が ５０％未満であった取組を中心として、 その原因、 阻害要囚、 今後の解決等の方法に

ついて、 各セクションが自主的に明らかにした上で、 それらのことについて、 設置校別 （大学は教学

と事務局別） に報告・検討会を行い、 確実な改善に繋げています。

ＡＰの部署等別進捗状況

部署等名 取組件数 進捗度別取組件数

１００‐８０％ ７９‐５０％ ５０％未満

指標 フｏロセス 指標 フｏロ セ ス 指標 フ０ロ セ ス

［学害－５

情報工学部

社会環境学部

ｎｘＵ

　　

ｎｘＵ

　　

′○

ｎｘｖ

　　

′０

　　

１ー

３７

　

２

　

３

　

８

（ｕノ

　　

△丁

　　

△丁

「、Ｊ

　　

「’

（′ム

　　

ーー

　　

．ー

１ー

　　

△丁

　　

乙^

ＩＡＴ

　　

Ａ１

　　

ｎｖ

ｒ、Ｊ

　　

（／ム

　　

ー１

工学研究科

社会環境学研究科

総合研究機構

２３

　

１

　

０

　

２

　

６

ｎｖ

　　

ｎＵ

　　

ｕ^ノ

４

０

５

Ｉ

０

４

４

７

６

３

０

２

Ｉ

３

０

大学事務局 １１１ ３８ ５５ ２ １７ ２ ６

短大学科

〃事務室

６５

　

４

０′

　　

「ｊ

３４

Ｉ

４

０

２

０

３

０

３

０

高校課程

〃事務室

′○

　　

「、Ｊ

「ｉ ＝^ｖ

　　

ｎＵ

２３

３

０

０

Ｉ

０

Ｉ

０

Ｉ

０

合計＊１ ４５０ １５７ ２０２ １５ ４４ １９ ２２

進捗度占有率＊２ １００％ ３４％ ４４％ ３％ ９％ ５％ ５％

＊１

　

取組のよっては、 進捗度 （％） を指標とプロセスの両方に表記するものがあるので、 進捗度区分

　

ごとの合計は４５０件を超えている。

＊２

　

進捗度区分ごとの合計 （４５９件） に対する占有率

（１６）



（２）ＭＰ（中長期経営計画）基本戦略（総合的目標）の到達状況

総合的目標 到達状況 （主な取組・成果）

教育力発揮 ①大学教学部門及びＦＤ推進室、 教務部、 学生部等の関連事務局のＡＰ（教育改善の

取組等） は約３００件を実施し、 うち約８割が目標達成率８０％以上である。

②入学前後早期教育、 就業力・高度専門職業能力育成、 環境やグローバル人材育成等

の系統的教育の種々取組について、過年度から国等の補助事業に１２件採択された。

③人間Ｊ性教育や主体的学修支援を推進するため、 アクティブラ」ニングスペースと

　

して、 カルテイベーションサイ トやラ←ニングスペース等を開設・試行 した。

研究高度化 ④科学研究費採択件数は近年、 毎年増加し、 平成２５年度は３９件採択 （Ｈ２３～２５の３

　

か年合計で１０８件採択 （Ｈ２０～２２の約１．６倍）） となった。

⑤企業等との共同研究、受託研究は３か年で９１事業を実施（Ｈ２５は前年比約１．３倍）

　

している。 実用化研究・研究成果の社会還元が大きく進展している。

⑥文科省 「私立大学戦略的研究基盤形成支援事業 （極めて採択難易度が高い事業）」

　

に、 画像・レーダ技術応用の津波等防災・減災技術の研究事業が採択された。

就職・進学

力強化

⑦大学・短大の就職率や就職内定率は共に全国・福岡県の平均水準を上回って推移し

ている。 （就職内定率は大学学部９７．２％、 大学院９５．７％、 短大９６．９％、 高校ｌｏｏ％）

⑧高校の国公立大学等合格実績は、 過年度最大の１３０名に到達した。 特に、 九州大

学、 九州工業大学等の福岡県下国公大合格者は前年比１．５倍に増加した。

⑨教職協働の就職教育・支援体制を構築し、入学初年次からの就職マインドセット、

就業力教育、 就活支援、 内定後教育まで、 系統的教育・支援方法が確立した。

募集力強化 ⑩大学は、８ 年連続で志願者が増加、 入学者も所定人員を確保した。 これに伴い、

入学者の入学時学力は向上している。

⑪短大は、「進路保証プログラム」が国の補助事業に採択。 進路支援の取組等が評価

　

され、２５年度入試まで４年連続入学志願者増加（２６年度も前年同水準）となった。

⑫高校は、 平成１２年 （改革元年） 以降毎年志願者が増加している。 県下でトップク

　

ラスに達し、継続してこれを維持した。（Ｈ２６年度入試は県下で最大の志願者確保）

経営力強化 ⑱９年連続でほぼ当初予算通りの帰属収支差額プラスを計上。 平成２２年度以降４期

連続で法人開設以来最大の帰属収入額を更新 （経常活動ベース） した。

⑭経営・財務運営・情報公表システム（私大等経常費補助金特別補助「未来経営戦略推

進経費」採択）は、私学事業団／私学リーダーズセミナー等で全国発表の機会を得た。

⑮経営・財務の外部評価において 「Ａ」 評価 （Ｒ＆工）．・
「Ａ＋」 評価 （ＪＣＲ） を取得 し

た。 経営手法や経営指標に対する評価・コメントは

　

▲層向上している。

（１７）



（３）国等の補助 （支援）事業の採択

就業力育成や１ＣＴ 活用の教育改善等の取組や産官学連携等の研究高度化・実用化の取組について、

国等の文援 （補助） はそれらの重要性、 計画性、 成果見通しの確かさ等が審査され、 優良な取組が補

助採択されます。 本学では、 次の取組等が採択されました。

事業の日的 （申請タイトルなど） 支援機関 採択年度

国公私立大コンソーシアム・福岡－地域からアジアへ、 環境エネルギー問題へ挑む‐

進路保証プログラムによる教育システムの質保証 （短大）

短期大学コンソーシアム九州・地域の人材養成の役割・機能強化

キャリアプランニング支援と就活学び直しプラスワンプロジェクト

「４つの力」 育成によるキャリア形成支援

教育研究・経営・財務諸活動の評価・情報公表システム

地域力を生む自律的職業人育成プロジェクト

産学協働教育による主体的学修の確立と中核的・中堅職業人の育成

未来像を自ら描く電気エネルギー分野における実践的人材の育成

画像・レーダ技術応用の津波等防災・減災技術の研究事業

ＩＣＴ情報処理センタ」新教育システム （４事業）

次世代材料開発技術者養成のための言１学則ｉセンター整備（ＦＥ‐ＳＥＭ 等導入）

文科省

私学事業団

文科省

文科省

文科省

私学事業団

文科省

文科省

文科省

文科省

文科省

文科省

２０年度

２０年度

２１年度

２１年度

２２年度

２３年度

２４年度

２４年度

２４年度

２５年度

２５年度

２５年度

（４）教育改革・改善の全般的な取組成果 （「教学特別予算実績調査総括」 等より関係部分抜粋）

①取組成果等確認の目的と方法

本学では、 社会や学生・生徒のニーズに適応した 「教育の質保証システムの構築」 を目指している

ところです。 当年度も、ＦＤ 推進委員会や予算委員会の議論に基づき、「ＦＤ

　

を基盤とした教育改善」

に向けて様々な取組を行いました。

　

それらの取組のうち、 学科単位で実施する教育改善等の取組について、 大学予算委員会の 「教学特

別予算の成果確認」 において、 財政的な視点に、 教育の質の維持・向上は図られているか、 そのため

に予算制度は有効に機能しているか、 国費等の助成要件への適合はなされているか等の視点を加えて

事後評価を行い、 成果度合いを高める取組を行っています。 当年度は、 平成２４年度に行われた取組の

成果確認・事後言平価を行いました。

　

平成２４年度数学特別予算 （一部、 平成２３年度の未調査分を含む） を使って行った取組は合計５１件

（うち、 成果確認の対象は４２件、 他の９件は当年度が準備年度であり調査の対象外） あり、 これらの

取組について基本的に成果報告書（学科等の自己評価）の提出を求め、 加えて金額的重要性や取組形態

の特徴に応じて成果発表会での相互評価、学科等の自己評価とその事務局点検、事務局の簡易的点検、

並びに機器備品利用状況調査の ４ 区分で調査を行いました。 この中で機器備品利用状況調査は、 一定

金額以上の機器類をピックアップし、 現物実査及びヒアリングによって重点的な調杏を行いました。

・学科等の自己評価及び成果発表会での相互評価

　

調杏対象事業のうち、 金額的重要 生の高い （２００万円以 ） 取組 （９件） については、 実施状況やそ

の成果について掘り下げて確認し、 学科相．互に評価を行うことが全学的な教育改善に資するとして、

発表会形式の成果報告会を行いました。 この報告会は、 評価者 （予算委員） が以下に記載する

　

６ つの

視点から取組評価を行っています。

（１８）



取組の事後評価の視点

評価項目 評価の視点

（ａ）計画実現性 計画に基づいて取組は行われたか。

（ｂ）目標達成度１ 計画どおりに成果確認がなされたか。

（ｃ）目標達成度２ 当初予定していた成果が創出できているか。

（ｄ）次期考察度 結果に対する自己評価が次期の改善に向けてなされているか。

（ｅ）予算計画性 予算に基づいて取組はなされたか。

（ｆ）経済効率性 不要・不急の支出はないか、 節約は意識されているか。

・学科等の自己評価及びその事務局点検

上記の相互評価対象取組を除く３０件の書面調査対象の取組について、 昨年と同様に当初計画書、 学

科等の自己評価及び成果報告書に基づき、 上記と同じ視点で事務局点検を行いました。

・事務局の簡易点検

ＪＡＢＥＥ 関連の取組 （３件） については、 これまで取組そのものが ＰＤＣＡ を活用した改善活動である

として、 予算配分審査～成果確認の諸段階を通じて取組形態や関連費用の執行確認に留めています。

・機器備品利用状況調査

　

・般予算で導入した設備類 （以下 「一般予算設備」）７７ 点及び特別予算で導入した設備 （以下 「特

別予算設備」）２０９ 点について、 管財課担当者が総合研究機構、 情報処理センターの立ち会いの下、 取

組 （研究） 代表者等に対して、 現物の確認、 機器の状態及び利用状況などのヒアリングを行い、 管理

台－帳等で、 それらの裏付けを確認する手法で行いました。

　

特別予算設備について、 過剰な品質・数量の調達はないこと、 計画どおりに教育研究に利用されて

いること、 物品の保全管理に問題はないこと、 さらに、 今後の利用計画も相応に見通しがなされてい

ること等が確認されました。 また、 －舟蔓予算設備については、 現物の有無、 管理者・利用者の確認、

機器の状態、使用状況の４つの視点で調査を行った結果、いずれの項目も問題は見られませんでした。

②確認できる取組成果

・全体的な評価の傾向

　

発表対象８件についての評点結果は、 各項目５点満点のうち、 標準点３点を下回る項目数が、 昨年

度の７項日から、 当年度２項目となり改善が見られました。 また、 最高位１位から最下位８位までの

得点差が縮小し、 平均点が向上しました。

　

また、 上述の（ａ）～（りまで５項目の評価の結果から明らかになったことは、 以下のとおりです。

ｉ） 現状の問題が具に確認され、 その対応策として取組の重要性が考えられている取組や、ｉ

　

ｉ） 教育

（研究） の質の改善 （高度化） に向かうまでの道筋が明確に伝えられている取組は、 事後評価段階で

も概ね高い評価となりました。 もとより、 審査においてこれらのことが不十分で低評価となった取組

は、 事後評価段階でも、‐－段と厳しく評価される結果となりました。 また、 当初計画段階で学科等で

の協議を経て学科等の自己点検を機能させている取組は、 成果報告段階でも概ね高い評価であるのに

対し、 当該点検・評価が担当者にとどまっていると判断される取組は、 低く評価されていることがわ

かりま した。

（ｔ９）



・確認できた成果や課題

全体として、 各学科・共同施設等の教育改善・研究高度化の取組は一層活発化しており、 高く評価

できることが確認されました。

　

なお、 今後更に取組実施の効果を高めるためには、 次期計画の早期段階 （計画立案段階） で、 前年

度の取組実績・成果確認結果やその評価意見をもとに、 当事者以外の日を通しながら次年度計画を協

議することによって、 取組を磨き高めることが今後の課題として確認されました。

（２０）



（５）教育内容と方法の改善（広義のＦＤ）の取組状況

①ＦＤの取組状況

　

国や社会の様々な教育ニーズに関して、 本学の役割として①教育の質的転換 （学生の主体的学修の

支援等）、 ②地域社会貢献、 ③産業界・他大学等との連携、 ④教育のグローバル化への対応があり、 そ

れらのことを具体的に進めるために広義の ＦＤ 活動を行っています。 特に、 ①教育の質的転換に関し

て、 ＦＤ 推進機構 （事務局：ＦＤ 推進室） を設置し、 基礎学力、 就業力、 専門的技能等を向上させる取

組等を行い、 さらに積極化・実質化するために、 学生表彰制度の構築、 授業評価アンケートの活用方

法見直 し、ＦＤ アニュアルレポートの作成、 講義 ＰＤＣＡ の導入等の評価・見直しの活動を行っていま

す。 もとより、 諸活動の ＰＤＣＡ は、 個々の ＦＤ 取組を磨き高めるとともに、 各学部・学科等の様々な

取組を総合的・体系的な教育システムとして、 統合・拡大・充実させることに貢献しています。

　

なお、これらの取組は、その多くが過年度から文部科学省の支援事業に採択されています。 これは、

国・社会の求めに適合し、 期待度が高いことの証とも言えます。（詳細は １８ 頁 「国等の補助 （支援）

事業の採択」参照）

広義のＦＤの取組

主な取組 取組の趣旨、 実施状況等

入学前教育（ｅｌｅａｒｎｉｎｇ方式）の実施 高校と大学での学習の接続を円滑にして、 かつ、 大学での

専門教育の基盤となる基礎学力を補完するため、 推薦入学

予定者へ学習課題を課し、 自己学習を促している。

入学前オリエンテーションの実施 大学での学習面・生活面での様々な不安や悩みを解 肖し、

学生生活を始められるよう、 新入生同士のコミュニケーシ

ョンを図り、 生活全般の紹介を している。

フレツシコマンスクールの運営 大学での学習に欠くことのできない 「数学ベーシック」 「レ

ポーティングスキル」「ディベーティングスキル」 の基礎学

力を養成する。

学生表彰制度による優秀者表彰 勉学意欲を向上させるため、 学業優秀者の表彰を行う。

課題解決型学習方法等の新たな教育

手法の導入

従来型の教育手法 （講義・演習・実習の組み合わせ等） に

対して、特定の課題設定とその解決策を探る教育手法（ＰＢＬ）

等の学習意欲を高める新たな教育手法を試行している。

ＦＤ研修会開催 新たな教育手法や次世代型の教育環境等について試行し、
より効果的な授業方法等の開発・実践力を高める。

授業評価アンケート改善 学生の授業評価・意見等をより的確に教育手法等の改善に

役立てる。

ＦＤ アニュアノレレポー トの発行 教育改善取組の ＰＤＣＡ をより確実なものにするため、 関係

の取組を総括し、 情報を公表する。

（２１）



産業界・他大学等連携、 地域社会貢献の取組（文部科学省補助事業選定の取組）

ブーマ 取組の趣旨、 実施状況等

産学協働教育による主体的学修の確

立と中核的・中堅職業人の育成

左記テーマに対して、 本学、 京都産業大学、 新潟大学及び

成城大学の ４ 大学連携で、 産学協同教育プログラムの共同

開発や同教育を行う専門人材の育成等を産学協同で行う。
未来像を自ら描く電気エネルギー分

野における実践的人材の育成

九州大学他 ３ 大学や産業界との協働によって、 教育プログ

ラムやその評価手法の開発を行う。 特に合宿研修や教育プ

ログラムの学生・産業界による評価を特徴とする。

地域力を生む自律的職業人育成プロ

ジェク ト

九州・沖縄・山口の２３大学 （本学が幹事校） と産業界 （経

産省九州経産局他 ７ 団体） 連携で、 左記テーマに沿い、 イ

ンターンシップ高度化、キャリア系授業改善の取組を行う。

②ＦＤの取組成果

　

平成２２年４月にＦＤ 推進機構 （事務局：ＦＤ 推進室） を設置し、 全学部・学科をあげて ＦＤ 活動に

取り組んできました。 主な取組成果は次のとおりです。

主なＦＤの取組成果

　　　　　　

主 な 取 組 取組の成果等

入学前教育（１ｅａｒｎｉｎｇ方式）の実施 各学科の担当教員との連携を密にし、 対象となっている推

薦入学者の本取組への取組状況を確認しながら、 積極的に

対応するように促している。

入学前オリエンテーションの実施 全学部学生について、ほぼ全員の参加となった。参加率は、

毎年向上している。 終了後のアンケートや全員面談での聞

き取りなどから、 相応の効果が生じていると判断できる。

フレッシュマンスクールの運営 学習支援が必要な学生に対し、 数学、 レポーティングに関

する授業を行うことによって、 それぞれの能力向－ が確認

（受講前後のテスト得点比較による評価等） された。

学生表彰制度による優秀者表彰 工学部、情報工学部では、 正規課程の成績優秀者や学科推

薦資格取得者の表彰 （総数延べ ３００ 余人） を行った。 学習

意欲向上に資すると判断している。

課題解決型学習方法等の新たな教育

手法の導入

ＰＢＬ や英語習熟度別クラス編成等を行った。 それぞれに、

学習効果の向上等の改善効果そのものや次期見直しテーマ

の明確化等の成果が生じた。

ＦＤ研修会開催 各学部において、 ＦＤ 研修会を複数回実施し、 新たな教授

方法などに関する情報共有を行った。

（２２）



（６）研究高度化・研究による地域貢献の取組

①研究高度化等の取組状況

・研究活動の支援体制

情報・環境・モノづくりの活動領域に対応した研究活動の高度化、 並びにこれらに対応する教育活

動の内容・方法の改善を目的として、エレクトロニクス研究所、情報科学研究所及び環境科学研究所、

並びに先端計測技術研究センタ」等を附置した総合研究機構を設置しています。

　

また、 同機構に産学連携推進室を設け、 産官学共同研‐究を適して得た研究成果の社会還元を目指し

ています。

研究高度化のために、 高性能の分析機器や情報処理設備を整備するとともに、 それらの有効活用に

向けた技術講習会や研究遂行に資する講演会、研究資金獲得セミナー等を次のようなテーマで２２回（参

加者数合計１，００１名） にわたって開催しました。

研究設備技術講習会・研究推進講演会等のテーマ

電子線マイクロアナライザー技術、Ｘ線回析装置技術、電子顕微鏡技術、ＭＡＴＬＡＢ トレーニング、

科学研究費等外部資金中請・管理、 ｏｐｅｎＨａｐｔｉｃｓ

　

トレーニング、 ＤＮＡ ナノテクノロジー、３

　

次元

ガラスアンテナの研究とその応用、 環境政策

　

等

・産官学連携

　

地域社会や企業の発展に寄与することの重要性から、 地元産官学との連携を強め、 研究技術の高度

化、 高度人材育成に努めています。 特に、 ふくおかフィナンシャルグループ及び西日本シティ銀行の

企業ネットワークを通じた本学が有する研究成果や技術等知的財産の事業化、 九電工や関連の企業を

通じた電気通信や環境技術に関する研究高度化・技術開発、 並びに九州工業大学との研究連携による

北部九州自動車産業発展への貢献 （金型製造技術の高度化等） を目指しています。 また、 これらの連

携を研究面はもとより、 社会・経済面からも総合的に機能させること等を企図し、 西日本新聞社と包

括連携協定を結んでいます。

連携先 連携の目的

ふくおかフィナンシャルグループ

西日本シティ銀行

木学が有する研究成果や技術等の知的財産と地元企業ニーズ

の結合など

株式会社九電工 本学が有する基礎研究成果と九電工が有する技術を融合した

新規技術の開発など

九州工業大学 金型製造技術の高度化及び関連分野での教育・人材育成に向

けた研究交流や人材交流など

西日本新聞社 九州の教育及び地域社会の充実・発展に寄与する調査・研究

・研究環境の整備

　

当年度は走査電子顕微鏡等の大型計測機器やワークステーション等の高度情報処理機器の研究機器、
並びに分析・解析用ソフト等の研究環境の整備を行いました。

　

なお、 総合研究機構に附置している３研究所には、 現在４５台の研究関連機器が備え付けられ、 学内

（２３）



での個人研究や学外研究者との産官学・大学連携プロジェクト研究等で幅広く利用されています。 さ

らに、「次世代材料開発技術者養成のための計測センター整備 （ＦＥ－ＳＥＭ 等導入）」 が１２５年度補正予

算施設整備事業として採択されました。

②研究活動の取組成果

　

当年度はト表のとおり７５件（１２５年度６７件、Ｈ２４年度５８件）の研究に対して、国や独立行政法人、

企業等から有為な研究活動として採択を受け、合計で２２７百万円の高額の研究費が交付されました。（研

究の計画性を高め、 研究成果を拡大するために、 申請計画の研究者間相互評価等の第三者評価を充実

させました。）

　

特に、 文部科学省の科学研究費補助金 （科研費） への採択件数・金額が増加しており、Ｈ２６年度に

おいては新任教員からの移管分も含め７１，３１０千円と過去最高となりました。

　

また、 当年度は、 文部科学省 「私立大学戦略的研究基盤形成支援事業」 に電子情報工学科の虚教授

を研究代表者とするプロジェクト （画像技術とレーダー技術を融合した津波計測及び防災・減災シス

テムへの応用研究） が採択 （同省より５か年、 累計１１４・百万円補助） されました。 当プロジェクトは、

マスメディアにも数多く取り上げられる等、その研究成果に社会から大きな期待が寄せられています。

　

なお、 これらの研究活動の活発化に伴い、「企業からの技術相談」 等は増加しています。

外部研究支援事業等の採択結果 （外部研究資金の獲得）

　　　　　　　　　　　　　　　　

（千円単位）

研究費区分 研究活動のテーマ等 （研究者） 研究費＊１

文部科学省

科学研究費補助金

（科研費）

・固体触媒としてゼオライトを用いた促進酸化処理に関する研

究 （生命環境科学科・北山幹人）

・インターンシップを疑似体験できるエンジニアリングデザイ

ン教育教材の開発 （′情報システム工学科・松原裕之）

・輸入水産物における情報の非対称性が我が国の消費者行動に

及ぼす影響の解明 （社会環境学科・大石太郎） など（全３９件）

５３，６９０

（１３５，０２１）

共同研究 独立行政法人、企業等との共同研究費

（全１５件）

１１，０８３

受託研究 独立行政法人、企業からの受託研究費

（全９件）

１３，１１３

奨学寄付金、
その他研究助成金

独立行政法人、企業からの学術研究奨励費

（全１１件）

２４，０７０

合

　

計 ７４事業＊２ １０１，９５６

（１８３，２８７）

＊１（

　

） 内は研究分担者としての研究費を含む金額

＊２

　

文科省直接補助事業採択の研究事業は含まない。

・知的財産の管理（特許登録等）

　

特許出願

　

国内４件、 外国１件

　

審査請求２件 （国内）

　

特許登録

　

国内累計２２件、 外国累計７件

（２４）



・研究活動での社会貢献、 成果の社会還元の取組

研究活動で得られた研究成果・技術は、 地元企業・社会一般への還元、 共同研究推進のために、 研

究発表会や技術交流会で積極的にＥ青報発信しています。

矢口財マッチングフェア、 エゴベンチャー・メ ッセ

　

２０１３、 アジア ビッグマーケット、 西日本製造技

術イノベーション２０１３、 九州エゴフェア、 モノづくりフェア２０１３など

′

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

本 学 主 催 の 研 究 報 告 会 等

ＦｒＴテクノクラブ交流会、Ｆ茸 産学官交流会、 先端金型技術者人材育成事業、 環境研究発表会、 平

成２４年度研究員発表会、 先端計測ｉＡ粥研究センター開設記念第１回シンポジウム （研究交流会）

など

本学主催の研究報告会等

（７）国際交流・国際教育の取組

①国際交流等の取組状況

・国際交流等支援体制

　

国際教育・交流の所管事務局には、 英・中・韓の外国語及び海外事情に精通した専任スタッフ及び

留学生の日本語教育に従事する専門スタッフを配置するとともに、 学生部にも留学生担当職員を相当

数配置し、 留学生の学習と生活を支援する体制を整えています。 さらに、 当年度から陣容を強化し、

今後の国際戦略に向け体制を整備しています。

　

また、 本学学生の米国留学・語学研修の支援及び教職員の米国における

　

ＦＤ・ＳＤ 活動を支援するた

めカリフォルニア・オフィスを設置、 また大学間連携ネッ トワーク （ｎ刀ＮＢＡ＊１） に加盟 しています。

　

なお、 留学生等の派遣・受入に際して、 授業料等の減免及び滞在費の補助等奨学制度の充実を図り

ま した。

＊Ｉ

　　

ＪＵＮＢＡ：Ｊａｐａｎｅｓｅ

　

Ｕｎｉｖｅｒｓｉｔｙ Ｎｅｔｗｏｒｋ

　

ｉｎ

　

ｔｈｅ

　

Ｂａｙ

　

Ａｒｅａ

「サンフラ ンシスコ・ベイ エリア大学間連携ネ ットワーク」 のことで、 米国西海岸に拠点を持つ日本

の大学が加盟し、 日本の大学の国際化の推進や国際的人材の育成などを日的として設立された。 他の

主な加盟校は、 九州大学、 鹿児島大学、 大阪大学、 東京工業大学、 東京理科大学、 早稲田大学、 法政

大学、 東北大学、 横浜市立大学、 桜美林大学などである。

・ＦＩＴグローバル卒業生ネッ トワーク

本学が派遣・招致した留学生と留学プログラム終了後や卒業後も継続して交流を図り、 グローバル

人材としての活躍や成長を長期的に支援し、 情報共有を行うネットワ」クを形成しています。 アメリ

カ、 アルバニア、 オース トラリア、 韓国、 タイ、 中国及び日本の ７ か国で各国のグループを形成し、

各国グループ代表者と国際戦略室が連携して、 卒業生の活躍を本学の在学生やネットワークに加入す

る卒業生と広く共有することで、 在学生や き業生の視野拡大や学習意欲向上を継続支援しています。

福工大日本語センター

留学生教育充実の取り組みとして、 海外に本学の日本語教育センターを設立しています。 中国の脇

（２５）



定校北華大学内の 「福工大日本語センター」 及びタイの協定校キングモンクット工科入学１ の 「バン

コク・オフィス （福工大日本語セ ンター）」 において、 本学とのジョイ ント（合同） プロ グラムにより、

修学意欲、 学習能力の高い学部生・院生の受け入れを行っています。

・ＦＡＳＴＰｒｏｇｒａｍ（中堅事務職米国研修）＊２

学生募集、 学術支援、 学生支援、 就職 （進路） 支援等に関する職務能力の向上を企図し、中堅職員

を米 国カ リ フォル ニア州 立大 学イ ース トベイ 校 に研 修派遣 しています。 具体 的 には、 「Ｂｒａｎｄｉｎｇ」

「Ａｃａｄｅｍｉｃｐｌａｎ」 「Ｓｔｕｄｅｎｔｓｅｒｖｉｃｅｓ」 及 び 「Ｅｘｔｅｒｎａｌｒｅｌａｔｉｏｎｓｈｉｐ」 の研修領域に対応 して４チーム （１チ

ーム３～４名） を編成し、１チームあたり約 ２カ月の研修派遣を行うものです。 この研修は３か年の

長期にわたって継続し、学術研究のグローバル化への対応を図るもので、当年度は６名の事務職員（当

プログラム累計で２７名派遣） を派遣しました。

　

なお、 この取組は 「リクルー トカ レッジマネジメ ント」 や 「理工系進学青轍誌 （ＧＬＯＢＡＬ化に挑戦

する大学）」 において、「経営改革や教育改革の戦略スタッフとしての職員を育成する」 として高く評

価されました。

・ＬＥＡＤＰｒｏｇｒａｍ（教職協働米国研修）＊３

　

当年度よりスタートした教職協働を推進するプログラムで、 教育研究及び大学運営における広い視

野と優れた知見を持ち、 大学の将来を担う次世代型の教育者としての総合能力を高めることを目的と

しています。 若手教員２名と職員１名でチ」ムを編成し、 約１か月間にわたり同上大学での教育や調

査を実践しました。

＊２

　

ＦＡＳＴ：ＦＩＴ （ＦｕｋｕｏｋａｌｎｓｔｉｔｕｔｅｏｆＴｅｃｈｎｏｌｏｇｙ） ＡｄｍｉｎｉｓｔｒａｔｉｏｎＳｔａｆｆＴｒａｉｎｉｎｇ

＊３

　

ＬＥＡＤ：ＬｅａｄｅｒｓｈｉｐＥｄｕｃａｔｌｏｎａｎｄＡｄｍｉｎｉｓｔｒａｔｉｏｎ Ｄｅｖｅｌｏｐｌｎｅｎｔ

②国際交流等の取組成果

経済・学術交流のグローバル化に適応するため、 米国に３大学、 オーストラリアに１大学、 中国に４

大学、 韓国に３大学、 並びにタイに２大学など６か国１４大学と学術交流・姉妹校協定を締結していま

す。 また、 平成２０年１０月に国際交流支援室を設置、 平成２５年４月より 「国際戦略室」 に改称し、 一

層の交流拡大を日指しています。（当年度の交流状況は下記参照）

本学の活動は、 留学生の派遣・受入、 科目等履修生の受入、 短期研修プログラムでの派遣・受入、

さらに日本学生支援機構による留学生交流支援制度に採択されたプログラム＊４で構成しています。

（５月１日現在）本学に在籍する留学生数の推移

学部等 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

中国 その他 中国 その他 中国 その他 中国 その他 中国 その他

学

　

部 ８９ ０ １０４ ０ ９５ ９４ ６６ ３

短

　

大 ９ ０ １２ ０ １１ Ｉ ８ Ｉ ３ ０

大学院 ３９ ３ ３４ ２ ３５ ７ ３７ １８ ３４ １９

研究生 ６ ０ ６ ０ ２ ０ ０ ０ ３ ２

計 １４３ ３ １５６ ２ １４３ ９ １３９ ２０ １０６ ２４

（２６）



交流協定校から当年度に受け入れた留学生

大学名 課程 学生数 備考

北華大学 （中国）

南京理工大学 （中国）

キングモンクット工科大学 （タイ）

青島科技大学 （中国）

大学学部

大学院修士

大学院修士

大学院修士

２名

３名

７名

３名

ダブルディグリー制度

短期学生交換プログラム等

大学等名 プログラム名称等 学生数 期

　

間

カリフオルニア州立

大学イーストベイ校

科目等履修生 （ＦＩＮＥプログラム）

英語研修 （大学、 短大）

ＡＣＥプログラム （アメリカ研修）

ＡＣＥプログラム （日本研修）

野球友女子交流活動

本学吹奏楽団＆イーストベイ・シンガー

ズ・ジョイ ントコンサー ト

１名派遣

３１名派遣

ｌｏ名派遣

１０名受入

３０名受入

２０名受入

１年間

２４日間

１０日間

１０日間

８日間

８日間

キングモ ンクツ ト工科

大学 （タイ）

スタデ、イ ー・ツアー

ト１２５留学生交流支援制度・短期受入

聴講生 （社会環境学科Ｊ

３名受入

２１名受入

２名受入

１０日間

２３

　

日間

２か月間

慶星大学校 （韓国） 科目等履修生

夏期短期プログラム （韓国語学習等）

４名受入

３名派遣

６か月間

２０日間

大連理工大学 （中国） 科日等履修生 ５名受入 １年間

南京理工大学 （中国） 大学院ダブルディグリー受入プログラム １５名受入 １０日間

　

派遣・受入人数合計

（教職員の派遣は除く

　

＊５）

４５名派遣

１１０名受入

　

′

　

′′
′′

　　　　　　

ノ

＊４

　

国の学術グローバル化政策に沿って、 文科省の関連補助事業は拡充されている。 本学では ４ 事業

を申請し全件が採択された。 （ＡＣＥ プロ グラム （Ｆ甘－カリフォルニア州 立大学イ 」ス トベイ 校派遣・

受入）、 大学院修士課程留学支援のための ＫＭ工ＴＬ‐ＦＩＴ 短期研修プログラム、 南京理工大学との大学院

ダブルディグリー受入のための教育プログラム）

＊５

　

協定校等の間では、 教職員の交流も活発化しており、 当年度は約６０名の派遣・受入を行った。

（２７）



（８）学生・生徒生活・学習支援

①退学・除籍防止策等の取組状況

　

退学率の改善に向けた学生サポート策として、ＦＤ 推進室・教務部・学生部が協働して、 学科や事

務局の統一的サポート体制とその手順を確立しています。 関係各課 （教務課、 学生課、 就職課等）・学

科・学生相談室 （専任カウンセラー） が重層的に指導・支援する仕組みで、 対象学生に対して、「多欠

席・単位不足者の面談・指導」、「要配慮学生の把握と段階的支援」 等を行っています。

　

今後は、 学生生活実態調査等によって、 一層精微な退学や留年等の要因分析 （学習・日常生活の態

度等） やヒ述施策の奏功度合い等について、 検証しなければなりません。

　

なお、 経済的事由による退学等の防止策として、 本学独自の奨学制度の採用枠を倍増 （建前の３０名

枠を６０名へ拡大） していますが、 これらの拡大・充実は当面継続する予定です。

大学（学部）の休学・退学・除籍等の推移

学籍異動区分（率） 平成２５年度 平成２４年度 増 減

在籍者数 （年度当初） ４，１６０ ４，２９３ △１３３

休学者数 １２０（２．９％） １６２（３．８％） △４２（△０．９％）

退学者数

除籍者数

１３７（３．３％）

２１（０．５％）

１７３（４．０％）

１９（０．４％）

△３６（△０．７％）

　

２（

　　

ｏ．１％）

退学・除籍者数言十 １５８（３．８％） １９２（４．５％） △３４（△０．７％）

留年判定数 ３４４（８．３％） ３４６（８．１％） △２（

　　

０．２％）

②短大の低学力化対策、留年・退学防止対策の取組状況

　

低学力化対策として、 課外授業による数学・国語等の基礎講座開講など、 また留年・退学防止対策

として、 教養ゼミによる要指導学生の早期把握と指導・支援徹底 （個別指導強化など） などを行って

います。 また、 要配慮学生の支援については、 大学と協働し、 大学同様に学科と短大事務室が一体と

なって指導・支援を行っています。

短大部の退学・除籍等の推移

学籍異動区分（率） 平成２５年度 平成２４年度 増 減

在籍者数 （年度当初） ３７７ ３５０ ２７

退学者数

除籍者数

２１（５．６％）

１（０．３％）

１８（５．１％）

７（２．０％）

　

３（

　

ｏ．５％）

△６（△１．７％）

退学・除籍者数計 ２２（５．８％） ２５（７．１％） △３（△１．３％）

③高校の生徒指導の取組状況

高校では、「教育は、 不完全な者が不完全な者にかかわる営みである」 との基木的考え方のもとに、

挨拶指導・評価、 環境教育・評価、 清掃指導、 遅刻・欠席指導、 校外指導及び生活安全指導等の系統

的生徒指導を行っています。 教職員自らが学び続け、 生徒を率先・垂範することの徹底を図ってきま

した。

諸指導の事後評価に関して、 挨拶評価では、３段階中最低評価 「Ｃ」 の生徒はゼロ （Ａ 評価 ４０％、 Ｂ

評価６０％） となり、 基本的な生活習慣が確立していることの表れと認識しています。

（２８）



また、 清掃活動も過年度に続き良好、 遅刻・欠席は、 全校生徒の出席率が ９９％を上回り良好、 問題

行動等に対する特別指導件数は１１件に留まる等、 良好な結果を継続しました。 特に、 出席状況につい

ては１２年間・６年間・３年間皆勤賞受賞者が各々９名、８３名、３００名であること等、 極めて良好であ

ると判断しています。

④学習環境（図書館資料整備、 情報処理環境整備等）の整備等

・図書館の学習支援

　

図書館利用者の増加、 利便 －快適性の向上、 主体的学修支援機能の強化等の改善に向けて、 レイア

ウト見直し、 アクティブラーニング設備の一部導入、 電子ジャ」ナル等電子媒体利用環境の改善等を

行いま した。

　

当年度の利用者数は４５，７５０人 （前年比１０７％）、 Ｗｅｂペ」 ジ閲覧数６６，６０４件 （前年比１０２．５％）、 α棟

フーニングスペース利用者数は前年比約１．５倍等、 相当の利用度向上が確認されました。

　

現在の蔵書数は、 和書２２９，９６５冊、 洋書６５，８０４冊、 学術雑誌 １，７４２種、 ＡＶ 資料３，３４１点となってい

ます。 当年度も、 シラバス参考図書資料、 英語教育関連図書、 資格取得・就職対策関連資料の整備に

重点を置きました。

　

なお、 当年度から 「本学教員著作コーナー」 を設置して 「学生と教員の距離が近づく」 ことを試行

しています。

　

おって、 主体的学修支援機能の強化について、 次期教育研究環境整備計画では、「全学的ラーニング

コモンズ化」 等が計画されており、 図書館や情報処理センタ」は、 その機能向上に向けて重要な役割

を担っています。

図書館への入館者数・貸出数

利用者区分 平成２５年度 平成２４年度 増

　

減

入館者数 貸出数 入館者数 貸出数 入館者数 貸出数

大学学生

大学院生

短大部学生

研究生・科目履修生

教職員

学内関係者（特別許可者）

学外利用者

３６，９８８

１，１８４

１，４６０

　

６０２

１，７７８

　

８８７

２，８５１

９，３６６

１，０４３

３０８

　

１７６

１，４４１

１，０７４

１，２２２

３３，７０３

１つ７１４

１，７１２

　

６０４

１，４０１

　

７６５

２，９７９

９，５８２

１，７８２

３８５

２０６

９７１

８１２

１，２４６

３，２８５

▲５３０

▲２５２

▲２

　

３７７

　

１２２

▲１２８

▲２１６

▲７３９

▲７７

▲３０

　

４７０

　

２６２

▲２４

合計 ４５，７５０ １４，６３０ ４２，８７８ １４，９８４ ２，８７２ ▲３５４

・情報処理センターの学習支援

　

当年度は、 次世代型ＩＣＴ教育ニーズに対応するため、 情報処理センターが所管するＩＣＴ環境の全面

的リニューアル （文科省 「ＩＣＴ活用推進事業」 採択） を行いま した。 「Ｗｉｎｄｏｗｓ８搭載ハイエン ドＰＣ４５９

台設置」 を始めとして、 講義・自習等で使用する５０種以上のソフトウェアを配備、 補完設備として、

教材提示システム、 デジタルサイネージ等の整備も一新しています。 種々の

　

ＰＣ 処理速度が格段に高

速化されたことはもとより、 操作・利便性、 無線 ＬＡＮ 機能、 セキュリティ機能等も同様に高度化さ

れ、 西日本有数の情報処理教育環境は、 より確実だものとなりました。

（２９）



　

利用状況については、 全学部・学科で活用され、 ログイン回数は４０万８千回 （Ｈ２４年度３９万１‐ｒ

回、Ｈ２３年度３８万９千回） となり、 毎年増加しています。

　

また、 本学では、 ＷＥＢ による学生の出席管理、 学習管理、 指導履歴管理等の学習管理システムの導

入を行っており、 関係業務の効率化、 精度の向上に貢献しています。

・エクステンションセンターの学習支援等

　

当センターでは、 本学学生を対象として資格取得支援講座を、 一般を対象として

　

ＦＩＴ オープンカレ

ッジ （文化・教養講座など） を一年間を通して開講しています。 資格取得支援講座では、 正規教育課

程との連携も進めながら、 パソコン・ＩＴ関連 （ＭＯＳ（Ｍｉｃｒｏｓｏ貸 ｏｆｎｃｅ ｓｓｐｅｃｉａｌｉｓｔ）、ＩＴ パ ス ポ ー ト、 基

本情報技術者）、 事務能力・一般常識関連 （日商簿記、 秘書検定等）、 英語力関連 （ＴＯＥＩＣ 検定）、 デ

ザイン関連 （色彩検定）、 就職対策関連 （Ｓｐｌ対策等） の各種の課外講座を開設しています。ＦＩＴ オー

プンカ レッジでは、 ＦＩＴ 講座 （木学教員による 「情報・環境・モノづくり関連講座」） 等の特別講座、

情報関連講座及び文化教養講座を開講 （春夏１４０講座、 秋冬１２５講座） しました。

　

受講者は、 資格取得支援講座４６４名、 情報関連講座１３２名、 文化教養講座１，６９５名となっています。

本学学生の資格取得の状況

資格・試験名 平成２５年度 平成２４年度

受験者数 合格者数 受験者数 合格者数

Ｍｉｃｒｏｓｏ賃ｏｍｃｅＳＰｅｃｉａｌｉｓｔ（ＭＯＳ） ６３５ ５９１ ５９５ ５４１

ＩＴパスポ」 ト １０７ ２７ ４１ ２５

ＣＧ検定 ３３ ２２ ３２ １６

環境社会検定試験 （ｅｃｏ検定） ４７ ２３ ６０ １２

エ ンベデッ ドシステムスペシャリス ト （ＥＳ） ０ ０ ０

応用情報技術者試験 （ＡＰ） ７ ２ ７

基本情報技術者試験 （ＦＥ） １０２ ｌｏ １０７ ２１

ＬＰＩＣ ０ ０ ６

ＣＣＮＡ （単独合格） ０ ０ Ｉ Ｉ

ＣＣＮＡ （ＩＣＮＤＩ） ２ ２ ｌｏ ５

ＣＣＮＡ （ＩＣＮ‐Ｄ２） ３ ３ ３ ２

ＷＥＢクリエイター （上級） ３１ ２１ ３ ３

ＷＥＢクリエイター （初級） １１ ｌｏ １６ １６

日商簿記検定 （１級） ８ ０

日商簿記検定 （２級） ３１ ５ １４ ８

Ｒ商簿記検定 （３級） ９０ ２８ ６２ １８

秘書検定 （２級、３級） ７０ ３８ ８３ ６５

色彩検定 ５ ５ １５ ３

ＴＯＥＩＣ ３５４ ３４０

計 １，５３７ ７８７ １，３９５ ７３８

（３０）



（９）課外活動の成績

①モノづくりセンターの活動

同セ ンター活動の中核となるモノづくり等のプロジェク ト （平成２５年度８プロジェク ト、 総学生・

生徒数１３６名 （Ｈ２６年３月現在）） の諸活動は、 学生・生徒が計画とその実行の担い手となり、 製作・

調査活動はもとより、 各種の競技会・展示会・コンテスト等に参加し、 その結果・成績等を踏まえ、

さらに当該活動の改善や見直しを行っています。 いわゆる 「ＰＤＣＡ

　

による継続的改善」 に基づく課外

活動を実体験し、 活動成績、 成功・失敗の如何に関わらず重要な学習機会となりました。 とりわけ、

当年度は、 調査分析力・課題解決能力・マネジメント能力等を身に付けた、 将来のものづくりリーダ

ー養成の一環として、 各プロジェクトの次年度リーダー及びサブリーダー、 学生補助員を対象に、 湯

布院セミナ ハウスを活用して宿泊研修を実施しました （２１名の学生が参加）。 今後は、 競技成績等

の向上を目指しながら、 目標到達へのプロセスを重視する人間力形成への取り組みにも一層力を入れ

ていきます。

　

この他、 当センターでは、 正規の授業・卒業研究及びサークル等の創作活動の支援、 小中学生向け

モノづくり教室や電気、 機械等の技術講習会等も行いました。

　

こう した取組は、 学１ 外から注目され、 当センターの利用者は毎年高位で推移し、 上記プロジェク

ト活動を合わせ年間の延べ利用者数は１０，５２０人を数えました。 また、 外部からの見学者は毎年多く、

他の大学、 高校、 企業等から８３団体の見学・視察があり、 その数は年々増加 （Ｈ２４年度７７団体、Ｈ２３

年度６３団体） しています。

プロジェクトの競技会等成績

プロジェク ト名 競技会等での活動成績

ロボコン ＮＨＫ大学ロボコン２０１３全国大会 場

ロボット相撲 全日本ロボット相撲３ｋｇ級中国地区大会出場 （自立型・ラジコン型出場）

全日本ロボッ ト相撲３ｋｇ級九州地区大会出場 （

　　　　　　

〃

　　　　　　

）

ソーラーカー ＤＩＵ３ＡＭ ＣＵＰ ソーラーカーレース鈴鹿２０１３ゴニ場

　

本戦３６チーム中３１位

二足歩行ロボット フク オカ・サイ エンスマ ンスニ足歩行ロボットバトル大会

　

優勝

第２３回 ＲＯＢ０‐ＯＮＥ出場

　

９８台中６位及び１３位

モノづくりセンターの社会活動・イベント参加等

社．会活動等の概要

夏休み親子モノづくり体験教室開催 （４テーマ、１３６名参加）

青少年のための科学の祭典熊本大会２０１３モノづくり教室開催 （グランメッセ熊本）

フクオカ・サイエンスマンス２０１３モノづくり教室開催 （アクロス福岡等）

みんなの科学広場ｉｎ唐津／体験教室開催 （二足歩行ロボット実演など）

湯布院リーダー研修 （２１名参加）

（３１）



②人工衛星プロジェクト

宇宙航空研究開発機構 （ＪＡＸＡ） の人工衛星の公募に本学学生のプロジェクトが応募し、 審査に合

格しました。 その後、 衛星の開発が進み、 平成２４ 年 １０月

　

５日未明に、 国際宇宙ステーショ ンの日本

実験棟 「きぼう」 から放出されました。

本学の衛星 （ＦＩＴＳＡＴ‐１） は 「宇宙ステーションを撮影し、 その画像を地上に高速通信する実証実験

や宇宙空間で発行ダイオード（ＬＥＤ） を点滅させ、 地上にメッセ」ジを送る」 という世界初の実験を

行い成功しました。 本学と同時に、 他大学等が制作・放出された衛星は、 日本製 ２基と米国製２基が

ありま したが、 唯一本学のプロジェク トが最終のミッショ ンまで到達・成功することができま した。

平成２５年７月、 宇宙空間から次第に高度を下げながら大気圏に入り、 その役割を終えました。

③クラブ・サークル活動等

　

大学、 短大及び高校の全てにおいて、 課外活動も学生・生徒の社会性、 自主・自立 （律） 性、１；ー制

心等を育む重要な教育の機会との認識に立ち、 積極的な支援を行っています。 当年度も、 強化クラブ

をはじめとして、 全国、 九州地区の競技会等で優秀な成績を残しています。

　

なお、 特に秀でた活動等に対して、 クラブ・サークル活動の表彰基準をこ沿って次のとおり表彰しま

した。

大学・短大のクラブ・サークル等に対する表彰

クラブ・サークル等 表 彰 理 由

　　　　　　　　　　　　　　　　　

、

硬式野球部 ・第４２回福岡六大学野球 春季リーグ戦

　

優勝

・第４２回福岡六大学野球 秋季リーグ戦

　

優勝

ラグビー部 ・第２１回九州学生リーグ （工部） 優勝

・平成２５年度九州学生春季リーグ （１部） 優勝

吹奏楽団 ・第７回福岡県アンサンブルコンテスト

　

金賞受賞

女子柔道部 ・平成２５年度九州学生女子柔道優勝大会 （女子３人制の部） 準優勝

弓道部 ・第５２回福岡県女子弓道選手権大会

　

準優勝

・第５１回九州学生弓道選手権大会 （男子個人）３位

・第３７回女子東西学生弓道選抜対抗試合 （西軍選抜） 西軍優勝

準硬式野球部 ・平成２５年度福岡県大学準硬式野球

　

春季リーグ戦

　

ベストナイン

・平成２５年度福岡県大学準硬式野球

　

秋季リーグ戦

　

ベストナイン

テコンドー部 ・第１３回玄武曾テコンドー交流大会２０１３（団体戦一般の部） 優勝

水泳競技部 ・第６３回九州地区大学体育大会（インカレ）（４００Ｍ・８００Ｍ 女子自由形） 優勝

アイスホッケー部 ・第３４回九州学生アイスホッケーリーグ戦 （３部リレグ） 優勝

ダンス同好会 ・大学生、 専門学校生ストリートダンスコンテストＢＩＧＢＡＮＧ！！ＯＳＡＫＡ

　

優勝

ビオトープ研究会 ・全国学校・園庭ビオトーブコンクール２０１３ 日本生態系協会賞受賞

その他 （個人） ・平成２４年度後期技能検定に係る佐賀県職業能力開発協会会長賞受賞

・第１８回全日本高校・大学生書道展

　

書道展賞受賞

・第１３回全日本学生エアロビツク選手権大会（女子シングル部門） 準優勝

・国際生．体分 子デザイ ンコンテス トプロジェク ト発表会ｂｒｏｎｚｅａｗａｒｄ 受 賞

・ＨＳＢＣ ラ グビーアジアセブンズシリー ズ２０１３マ レーシア大会日本代表

（３２）



高校のクラブ活動等の成績

クラブ等 高校強化クラブ等の活動成績 （上位大会出場等）

吹奏楽部 ・第５８回九州吹奏楽コンクール出場

剣道部 ・第６０回全九州高等学校剣道競技大会 （ベスト１６）

空手道部 ・第６２回全九州高等学校空手道競技大会出場

・全九州高等学校空手道新人大会出場

弓道部 ・九州高校弓道新人選手権出場

水泳部 ・第６１回全九州高等学校水泳競技大会 （個人出場）

バレーボール部 ・第１８回全国私立高校女子バ レ」ボール大会 （ベスト１６）

・第５８回全九州バ レー ミール総合選手権大会 （女子 ベスト４）

・第６６回全九州高校バレーボール大会 （女子 ベスト８）

・第６８回国民体育大会バレーボール （５位）

・全国高校総体女子バレーボール大会 （決勝トーナメント出場）

・全国私立高校女子バレーボール選手権大会出場

チアリーダー部 ・第２０回九州チアリーディング大会 （規定演技部門３位）

・第２０回西日本チアリーディング選手権大会出場

．ＪＡＰＡＮＣＵｐ２０１３チアリーディ ング日本選手権大会出場

・九州チアリーディ ングフェステイバル２０１３ （自由演技競技４位、７位）

ダンス部 ・全国高校ダンスドリル選手権出場

工業科ロボット相撲

プロジェク ト

・第２１回全国高校生ロボット相撲大会 （ラジコン型ベスト９）

・第２５回全日本ロボット相撲大会 （ラジコン型ベスト８）

工業科ロボット競技

プロジェク ト

・ロボ力ツプジャパン・オープン ２０１３ （レスキュー Ｂ４位）

・ロボカップジュニア日本大会 （レスキューＢ６位）

工業科ＩＴ プロジェク ト ・第３３回全国高校工Ｔ・簿記選手権 （ＩＴ部門 優秀賞）

・クラブ・サークル財政支援の検証

なお、 上記のうち、 とりわけ強化クラブの活動に対しては、 本学独自の育英制度として、 学生・生

徒の学費軽減、 関係する諸活動経費の補てん等に相応の予算が付与されています。 目的は、 直接関係

する学生・生徒・教職員の学習 （教育） 活動の奨励はもとより、 学園全体の教育研究活動の活性化を

始め、 学校運営の充実強化にあります。

従い、当財政支援制度や表彰制度が組織や財政面で適正規模であるか、また、 学生募集、入学者確

保、 教育研究活動の活性化、 進路保証、 学生・教職員の志気向上等について機能し効果を発揮してい

るか等の不断の検証を行うこととしています。

（３３）



（１０）就職支援・就職教育の取組状況

①就職支援等の取組状況

・キャリアプランニング支援

　

正課としての進路設計科目を始め、 個人面談 （全員面談） を起点として、 面接・履歴書講座、 業界

研究会の開催やインターンシップ参加など学生の能力・適性向上に向けた様々な取組を実施していま

す。 他方で ＯＢ

　

による企業セミナーや地元企業交流会を定期的に開催するなど求人企業拡大にも力を

注ぎ、 併せて関東・関西地区等への活動旅費を補助する等、 段階的、 体系的に組み上げた総合的就職

支援事業を行いました。

・就活学び直しプラスワンプロジェクト

　

「学生・父母にとって進路が決定することの重要性」 を強く認識し、 企業都合による内定取り消し

等様々な理由により卒業時に就職できなかった学生に対して、 サポートしています。

　

具体的には、 個々人のバックグラウンドに対応した種々の支援策 （進路未決定に至った原因の確認

やキャリアプラン再構築のためのカウンセリング、 大学と学生双方による進路決定までのプロセス管

理など） を講じるもので、「プラスワンプロジェクト」 として、 卒業後の進路保証を目指しました。

　

当年度は２４名の学生が当プロジェクトの対象 （前年度の就職状況の良好さから対象人数は減少） と

なり、 進路決定に至るまで、 積極的な支援を行いました。

・地域力を生む自律的職業人育成プロジェクト（平成２４年度文科省 「産業界のニーズに対応した教育

改善・充実体制整備事業」選定）

　

実社会における就業力の構成要素を 「志向する力」「共働する力」「解決する力」「実践する力」 の ４

つに分解した上で、 それぞれの趣旨に適う学科目を適切に年次配当しながら全学的なカリキュラム整

備を進め 「就業力育成プログラム」 として体系化しました。 学士課程を通じて段階的な就業力の育成

を図るうとする新たな教育システムとして取り組んでいます。

　

学生自らで就業力を啓発・管理する仕組みとして、 キャリアポートフォリオ＊１ を用いるとともに、

正規の授業と して 「キャリア形成」 「日本語表現」 及び 「コミュニケ」ション基礎」 を １ 年次に、「技

術者倫理」「就業実習」 等を２年次以降に開講し、 入学後早期にキャリアに関する日標設定 （卒業後の

自分） を行い、 学習に応じて、 身につけた就業力の確認やキャリア像の明確化を図っています。

　

多くの学生から、 キャリアポートフォリオや学習プログラムについて、 その有用性が感想として述

べられま した。

＊１ キャリアポー トフォリオ

就業力に関する上記 ４ つの能力を高めるために、 学生が自らｎ標設定と自己評価を行い、 大学生活の

様々な活動の中から得られた学びや気づき等を記録・蓄積していくシステムである。

・進路決定支援（進路保証プログラム）の取組状況

短大では、 若年者雇用環境悪化の中で、 特に学生の進路決定支援の重要性が高いと判断し、 その対

応策として基礎学力補完、 人間性酒養、 就職教育、 大学等編入学教育、 進路未決定者の再教育等で構

成する 「進路保証プログラム」 を実施しています。

　

なお、 この取組は日本私立学校振興・共済事業団 （以下 「私学事業団」） の補助事業 （私立大学等経

（３４）



常費補助金特別補助 （未来経営戦略推進経費）） に選定され、 全国に向けて先進事例として紹介され、
中間評価 （補助期間５年間の３年経過時点） で最高位のＡ評価を受けています。

②大学・短大の進路決定状況

　

当年度の大学の就職状況は、Ｒ本経済の上昇傾向にも支えられて、就職内定率・就職率共に良好（全

体的傾向として、４ か年連続で関係比率が向 け

　

でした。 もとより、 過年度から継続して全国や福岡

県の平均水準を上回って推移しています。

　

これは、 就職教育・支援の取組が、 より組織的なものとなり、 加えて種々のガイダンス等の取組が

系統的に整備され確立しつつあることが要因であると判断しています。

　

学生の就職力を高めるために、 その支援体制整備として、 設置する９学科に１名以上の専任指導担

当者の配置、 さらに、 教職協働によって重層的に支援するために学科就職指導教員等に 「就職指導セ

ミナー」 の開催等を行いました。 また、 就職教育については、 就職活動の準備段階で、「心構え・基礎

力育成ガイダンス・実践会」、 インターンシップの取組を増やしました。 就活段階では、 東京事務所や

大阪事務所の企業ネットワークを通じて求人・採用の働きかけ強化、 新規求人開拓 （約 ４００ 社） を行

うとともに、学生・企業の接触機会を確保するために学内合同説明会を開催 （参加企業総数６５８社（前

年２６２社）、 参加学生延べ３，８５７名） しま した。

　

なお、 求人数は１，８５８社、 有効求人倍率１．２８倍 （昨年度１，８１１社 （有効求人倍率１．２７倍）） となり、

前年度から増加・向上しました。

大学・短大の就職状況

学部等区分 卒業者

①

進学者

②

就職対象者

①‐②＝③

就職希望者

④

就職希望率

④／③

内定者

⑤

内定率

⑤／④

大学学部 ２５年度

２４年度

９３４

９８６

４５

　

５

　

０

８８９

９３６

８１４

８１６

９１．６％

８７．１％

７９１

７８７

９７．２％。

９６．４％

（増減） ▲５２ ▲５ ▲４７ ▲ ２ ４．５％ ４ ０．８％

大学院 ２５年度

２４年度

６４

　

６

　

１

１１

　　　

つ、Ｊ

６３

５８

４６

４３

７３．０％

７４．１％

４４

４１

９５．７％ｏ

９５．３％

（増減） ３ ▲２ ５ ３ ▲１・１％ ３ ０．４％

短大 ２５年度

２４年度

１４９

１５１

御

　

５

　

３

８９

９８

６５

７４

７３．０％

７５．５％

６３

７２

９６．９％

９７．３％

（増減） ▲２ ７ ▲９ ▲９ ▲２．５％ ▲９ ▲０．４％

（参考）就職（内定）率９３．９％ 「Ｈ２４大学等卒業者の就職状況調査」

（３５）



（１１）高校の進学・就職教育・支援の取組状況

①進学・就職教育等の取組状況

・進学実績向上の取組

　

１類クラス （国公立大学への合格を目標とするクラス） は当然のこととして、 Ｄ類クラス （普通科

一般クラス） の進学実績を向上させること当面の重要課題としています。 当年度の入試では、１１類ク

ラスから国公立大学 （準大学含む） へ５４名が合格し、 全体として１３０名の合格 （過年度で最大の合格

者数） に貢献しました。

　

このｕ類クラスの躍進は、Ｓｓ

　

ｕ講座 （１類クラス受験対策講座の手法をｎ類クラスに向けに修正・

適合） と正規強化との連携を強化し効率的な学習を促したこと、模擬試験の活用法見直し（事後指導

の徹底等）、 並びに課外学習の充実 （早朝補習、 放課後学習会、 やり直しテスト徹底など） 等が功を奏

したものと判断しています。

　

上述の他に、 進学指導の体制整備として、 授業評価やこれに基づく業績評価、 各教員による年間授

業計画の計画性向上等の授業改善や教科力向上に取り組むとともに、 生徒の進学意識向上のために、

その趣旨に適うＬＨＲ運営、 合格体験記編集・発行、 関東・関西難関私大オープンキャンパス参加等拡

大し、 総合・系統的な進学指導方法を確立しました。

・就職実績向上の取組

　

一方、 就職についても、「就職内定率 １００％」 の具体的日標を掲げ、 就職希望者の基礎力養成講座・

補習の実施、資格取得支援の強化、面接指導（模擬面接）等様々な就職教育施策を強化するとともに、
企業等との関係強化・新規開拓等の支援強化を引き続き行いました。

　

進学指導と同等に細かな指導を継続した結果、 国家資格、 英検・パソコン検定、 シスアド・情報処

理技術者資格等の合格実績は良好であり、 上記の「就職内定率 １００％」 の目標達成の貢献 していると

判断しています。

②進学の実績

　

国公立大学 「１００ 名以上の合格」 目標に対 して、 「１３０ 名合格」 となり、 学校開設以来、 最良の成績

となりました。

特に、 福岡県下の国公立大学合格者が約

　

Ｌ５ 倍に増加したことや、 福岡工業大学、 西南学院大学及

び福岡大学の地元私大に安定的に合格していることは、 高く評価しています。

過年度に続き、 大学受験雑誌の進学実績ランキング等に、 進学実績優良校として掲載・紹介される

ようになりました。

　

なお、 平成１２年 （学校改革元年） 以降、 毎年安定的に進学実績を伸ばしてきたことは、 近隣の中学

校からも評価されており、 後述の入学志願者の増加の要因になっていると判断しています。

③就職の実績

　

就職実績についても、 進学実績と１司じように良好な結果となり、 当初目標 「就職内定率 １００％」 を

達成しました。

　

就職先企業は、（株）九電工、（株）九州旅客鉄道、アイシンエイダブリュ（株）、（株）正興電機製作所、

トヨタ自動車九州（株）、 山崎製パン（株）等の大手企業や福岡県警察、 地公体職員等の公務員への就職

が実現しています。

（３６）



高校の大学等進学（合格者）状況

国公立大学等 ト１２５ Ｈ２４ 増減

九州大学

九州工業大学

福岡教育大学

福岡県立大学

北九州市立大学

福岡女子大学

佐賀大学

長崎大学

大分大学

熊本大学

宮崎大学

鹿児島大学

琉球大学

名桜大学

北海道大学

宇都宮大学

新潟大学

富山大学

東京工業大学

首都大学東京

京都府立大学

兵庫県立大学

神戸市外国語大学

鳥取環境大学

尾道市立大学

山ｕ大学

下関市立大学

愛媛大学

高知大学

高知工科大学

防衛大学校

水産大学校

その他国公立大学等

６

１２

８

４

１３

２

６

３

２

Ｉ

２

Ｉ

２

８

Ｉ

Ｉ

Ｉ

Ｉ

Ｉ

Ｉ

Ｉ

３

Ｉ

Ｉ

Ｉ

Ｉ

５

Ｉ

Ｉ

Ｉ

１０

５

２３

５

７

２

０

１２

４

５

２

２

３

０

Ｉ

２

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

２

１１

Ｉ

０

０

８

Ｉ

３２

Ｉ

５

６

４

Ｉ

△２

Ｉ

Ｉ

０

△２

２

０

０

８

Ｉ

Ｉ

Ｉ

Ｉ

Ｉ

１

Ｉ

３

Ｉ

Ｉ

Ｉ

△Ｉ

△６

０

Ｉ

　

Ｉ

２

４

△９

、
国公立大学等小計 １３０ ｌｏｏ ３０

私立ノ学 Ｈ２５ Ｈ２４ 増減

福岡工業大学

西南学院大学

福岡大学

九州産業大学

中村学園大学

久留米大学

産業医科大学

筑紫女学園大学

福岡女学院大学

立命館ァゾァ太平洋大学

慶窓義塾大学

早稲田大学

東京理科大学

青山学院大学

明治大学

中央大学

駒樫大学

立教大学

法政大学

日本大学

東海大学

帝京大学

東京工科大学

東京農業大学

桜美林大学

神奈川大学

金沢工業大学

同志社大学

立命館大学

関西大学

近畿大学

関西学院大学

その他私立大学等

６８０

８９

１５２

２１

１５

ｌｏ

３

２３

１４

６

Ｉ

０

４

Ｉ

３

２

２

Ｉ

２

５

７

５

Ｉ

２

Ｉ

４

４

６

ｌｏ

２

１１

２

１００

７６５

８３

１７０

５２

１７

１１

４

１４

１７

４

Ｉ

３

５

３

２

３

Ｉ

２

３

２

３

０

０

２

０

３

０

Ｉ

９

Ｉ

ｌｏ

Ｉ

９９

△８５

　

６

△ １８

△３１

△２

△Ｉ

△Ｉ

　

９

△３

　

２

　

０

△３

△Ｉ

△２

　

Ｉ

△Ｉ

　

Ｉ

△Ｉ

△Ｉ

　

３

　

４

　

５

　

Ｉ

　

０

　

Ｉ

　

Ｉ

　

４

　

５

　

Ｉ

　

Ｉ

　

Ｉ

　

Ｉ

　

Ｉ

私立入学小計 １，１８９ １，２９１ △１０２

（合

　

計） １，３１９ １，３９１ △７２

（３７）



高校の就職状況

就職状況 就職対象者 就職希望者 就職希望率 内定者 内定率

２５年度

２４年度

５０

　

６

　

９

５０

６９

１００・０％

１００・０％

５０

６８

１００・０％

９８．６％

（増減） △１９ △１９ ０・０％ △１８ １．４％

就職対象者；卒業者数一進学者数等

（３８）



（１２）志願者・入学者確保の取組

①大学の入学志願者・入学者の状況

大学全体の志願者総数は ６，３４３ 名 （実志願者 ２，９９３ 名） となり、 前年と比べ大きく増加 （７５３名増

（１３，５％）） しました。 工学部は大幅な増加 （４２０名 （１５．２％） 増）、 情報１二学部は大幅な増加 （３３０名

（１５．０％） 増）、 社会環境学部は若干の増加 （３名 （０．５％） 増） となりました。 平成 １８ 年度 （１９年度

入試） 以降８年連続で増加し、 過去２０年間で最大の志願者となりました。

　

これに伴い、 平成２６年度の入学者は１，０３４名 （うち女子は１１６名） を確保し、 定員 （８３０名） の１．２５

倍となりました。 九州・山口地区の理工系学部を主力とする同系統の他大学が大変な苦戦を強いられ

る中で、 優位な状況と言えます。

　

当年度の志願者動向として、一般推薦入試及び留学生入試以外の入試による志願者が増加しました。

特にＡ方式及びＣ方式、 いわゆる一般入試の志願者が増加しました。 これに伴い、 継続的に人試難易

度は高まり、 偏差値上位校からの出願が増えるとともに入学者の学力向上が確認できます。（平成 ２５

年度入試では、偏差値５０以上の公立高校は５校、うち偏差値６０以上は１校だったが、２６年度入試は、

それぞれ６校・３校と増加した。）

　

以上のことは、 募集戦略会議の運営の中で学生募集活動における教職員の役割を明確化し、 教員に

あっては、 模擬講義、 出張講義及びオープンキャンパスを通じて、 教育改善や研究高度化等の活発さ

や学生支援の丁寧さ等を伝えることに力を注いだこと、 また、 事務局にあっては、 高校訪問によって

直接的に教育研究活動や就職状況が良好であること等を丁寧に伝えるとともに、 高校単位の施設見学

機会等の受験生との接触機会の拡大に努めたことが要因と判断されます。

　

一方、 入試制度の改善として、 過年度より入学者数の計画人数と実入学者の罪離が大幅に生じてい

たことから、 昨年度より、Ａ方式入試に追加 （繰り上げ） 合格制度を導入し、「適数の入学者確保」 に

努めました。 この取組は、 厳格な定員管理を求める外部機関 （大学基準協会や私学事業団など） や財

政上の要請にも適うものであり、 毎年その管理精度は向上しています。

②短大の入学志願者・入学者の状況

　

短大の志願者は、２１年度入試の１９２名から、２５年度入試の３８６名 （対前年度４３名増） まで４年連

続で増加し、 当年度 （２６ 年度入試） も前年度と同水準の確保となりました。 また、 入学者数も、 前年

度と同じように所定の人員 （定員１６０名に対して現員 １９８名） を確保しました。 この結果、５年連続

で募集定員を確保することができています （２５年度入試では、 志願者数及び入学者数ともに、 平成１４

年度以降 （１２年間） で最大）。 全国的にみて、 多くの短大が定員を確保できない （約７割が定員割れ）

状況に対し、 大学と同様に優位な状況と言えます。

　

志願者確保策について、本学園の強み （ノ 学・短大・高校を最大限に活かす三位一体運営） により、

学園を挙げての教育環境の充実、 大学への編入学ルートの確立、 就職支援の充実、 低学費等を積極的

に情報公表する募集活動が奏功した結果といえます。 今後も引き続き進路保証をはじめとした教育改

革に力を注ぎ、 更に高校や企業等の評価を高め、 志願者数の継続的な維持・増加に努めなければなり

ませ，ん。

　

なお、 平成 ２１ 年度以降の学生募集が好調に推移している要因に 「卒業後の進路保証に向けた取組

（ＦＪＣＴ進路保証プログラム）への期待」（私学事業団・未来経営戦略推進経費中間評価にて最高位「Ａ」

の評価） があることが確認されていることから、 この確実な成果の創出こそが今後の短大運営安定化

の生命線と認識し、－・層関連諸施策を推進なければなりません。

（３９）



③高校の入学志願者・入学者の状況

高校では、 平成１６年度 （１７年度人試） 以降 ７ か年連続で志願者を増加させ、 近年継続して高位安

定しています。 当年度 （平成 ２６ 年度入試） は平成１２年 （学校改革元年） 以降、最も多くの志願者を

集めました。（福岡県下で最大数の志願者確保）

福岡地区では私立高校 ２８ 校中１７校が学則定員を確保できない厳しい状況で、 本校は定員を上回っ

て入学者を確保 （５５０名定員に対して ７２１ 名入学） しました。 これは、 過年度から継続して、 高校教

職員が・一体となって募集活動 （中学訪問、 学校見学会など） ヘカを注いできたこと、 並びに、 正課・

課外教育の双方での教科力・指導力向上を中核とした進路保証の取り組みを磨き げ、 確実に成果を

あげていること等について中学校や進学塾等に高く評価・信頼されてきたことが主因と考えられます。

入試（志願者）・入学者実績

学部等 ２５年度 （２６年度入試） ２４年度 （２５年度入試） 増

　

減

志願者 入学者 志願者 入学者 志願者 入学者

工学部

情報工学部

社会環境学部

３，１８０

２，５３０

６３３

４１４

４３２

１８８

２，７６０

２，２００

６３０

４０６

４１５

１８１

４２０

３３０

３

８

１７

７

（大学学部合計） ６，３４３ １，０３４ ５，５９０ １，００２ ７５３ ３２

大学院 ８８ ６５ ８８ ５６ ０ ９

短期大学部 ３４６ １９８ ３８６ ２０４ △４０ △６

高

　

校 ２，３８４ ７２０ ２，２４７ ６７８ １３７ ４２

（１３）地域貢献活動

①地域貢献活動の趣旨・目的

　

地域における大学とは、 地域にとって重要な知的・人的資源であり、 地域全体の発展に寄与すべき

との考えのもとで、 本学では地域貢献活動を重要な使命として取り組んできました。 とりわけ、 近年

は社会の環境変化や地域の多様な要請を受け、 下表のとおり地域との間をつなぐ新たな試みを進めて

きたところです。

②取組状況及び成果等

地域貢献の区分 取組名称等 取組状況及び成果等

地域での環境活動 ・キャ ンパスクリー ンディ （近隣

町内会と共同で実施する環境保

全活動）

・ほぼ毎月、１００ 名前後の地域住民・

学生の参加協力を得て清掃活動を実

施 した。

・ラ ブアースクリ」 ンア ッブキャ

ンペーン （市民・企業・行政が

　

‐体となって行う環境保全活動）

・本学学生１２５名が海岸沿いのゴミを

中心に収集・清掃活動を行った。（６

月実施）

・古紙回収活動 （リサイクルボッ

ク ス 「エ ゴステ」 ショ ン」 の学

外設置による定期回収）

・毎月 平均 １．５ ～ ２．０ トンの回収を行

い地域の環境美化に貢献した。

（４０）



教育・文化の振興 ・ＦＩＴ ジュニア活動 （小 中学生 を

対象に、 野球を通じて行う地域

ぐるみの青少年健全育成活動）

・子ども英会話教室

　

など

・小学生は大会での団結協力が‐可能に

なり、 中学生は各人の今後の課題が

明確になった。

．毎週土曜日に教室を開講し、１００人

余の幼児・児童の学習を支援した。

地域特有課題の解決 ・福工大駅前商店会活性化プロジ

ェクト （商店会活性化を通じた

街づくりへの参画）

・社会環境学部のカリキュラムと連携

しながら省エネや景観に配慮した街

づくりをテーマに取り組んだ。

地域の安心・安全

確保

・コミュニティパ トロール隊活動

（学生が中心となって安心・安全

を支える地域防犯活動）

・防犯や地域犯罪に関するオリエンテ

ーション、 被災地支援ボランティア

（山口市）、 駅前での啓蒙パ ンフ レッ

トの配布などを行った。

その他の活動等 ・環境サークルオアシス活動

（環境保全を図りながら人材育成

をｎ指す活動）

・学内全面禁煙化と連携したキャ

ンパス周辺美化活動

・学園祭の場を活用し、 分別の徹底や

バイオマスカップ導入、 ゴミの排出

者責任制を導入したこと等により回

収をスムーズに行うことができた。

・保健愛好会をはじめとした学生サー

クルと学生課が一体となって、 左記

活動を行った。

地域貢献関連行事の開催状況

時期 関連事業の内容

４月 ・福岡県高体連バレ」ボ」ル福岡中部地区予選

５月 ・福岡市東区幼年消防クラブ連絡協議会２５周年式典

・九州学生春季テニス選手権予選

・国公私立大学コンソーシアム福岡講演会 （西日本新聞社主催）

（福岡工業大学、九州大学、福岡女子大学、西南学院大学）

６月 ・福岡県高等学校進路指導研究会総会

・日本食品化学工学会シンポジウム

・文部科学省産業界ニーズに対応した教育改善・充実体制整備事業 「Ｈ２５年度第 １ 回

九州・沖縄連携会議」 開催

・ロ本私立学校振興・共済事業団 「Ｈ２５年度私立大学等経常費補助金事務説明会」 開催

７月 ・福岡県私学教育研修会

・ＳＴＡ－ｒ「ＣＳ‐ＩＲＯＡ２０１３国際学会

・２０１４年九州地区中学・高校ディベート選手権大会

８月 ・福岡市立和白丘中学校区夏季研修会

・九州学生春季テニス選手権予選

９月 ・全日本大学対抗テニス大会九州地区予選

・電子情報通信学会ソサイエティ大会

（４１）



（４２）

・表面技術学会全国大会

・文部科学省産業界ニーズに対応した教育改善・充実体制整備事業推進フォーラム 「九

州・沖縄・山ログループ全体会議」 開催

・モ」リーン・アン ド・マイク・マ ンスフィール ド財団公開セミナー 「ポス ト ３・１１ 時

代

　

日米が直面する戦略的優先課題」ｉｎ福岡

１０月 ．第３２回福岡県高等学校英語スピ」チコンテスト

・福岡県薬物乱用防止講演会

・第２５回全日本ロボット相撲大会九州大会

・福岡中立和白丘中学校合唱コンクール

・福岡県高校放送コンテスト

１１月 ・第１２回福岡県高等学校英語ディベートコンテスト

・第６１回九州地区英語教育研究大会

・福岡市東区小学校音楽会

１２月 ・福岡市束消防署、粕屋北部・南部消防本部 「集団救急事故対応合同訓練」

・第３５回九州高校放送コンテスト

．マノレタクリスマスジョイ ントコンサ」 ト

１月 ・福岡県高等学校工業クラブ連盟 「第２３回生徒研究発表会及び作品展示会」

２月 ・ガ」ルスカウト福岡県連盟 「創立５０周年記念式典」

・福岡県高等学校工業クラブ連盟 「マイコンカーラリー技術交流会」

３月 ・九州学生テニス連盟 「２０１４九州学生新進テニス トーナメ ント」

・第５回 「わじろで第九を歌おう」 コンサ」 ト

・Ｊａｐａ ＴａｉｗａｎＪｏｉｎｔＷｏｒｋｓｈｏｐｏｎ Ｎａｎｏｓｐａｃｅ Ｍａｔｅｒｉａｌｓ（日台ナノ学会）


